
平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

98.8 98.6

納税課長
高梨　顕彦

98.8

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 98.6

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

98.5

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

45.3 42.3

納税課長
高梨　顕彦

45.3

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 42.3

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

37.3

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

28 28

課税課長
佐藤　貴泰

31

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 28

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

23

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

99.4% 99.4%

課税課長
佐藤　貴泰

99.4%

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 99.4%

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

99.3%

03-02-02

納税課
納税係

滞納整理事務

根拠
法令
等

根拠
法令
等

終期

対象

市税納税義務者
後期高齢者医療保険料納付義
務者

督促状発
付件数

目的
・

意図

納税環境の整備により、滞納
発生抑制をはかる。
市税及び後期高齢者医療保険
料現年度分の徴収率の増加

事業
内容
・

活動
手段

①督促状の発付
②過誤納金の充当還付
③口座振替の受付及び促進

西東京市

廃止予定
の有無

財政基盤の構築

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

計画を推進していくために 施策番号・名 03 行財政改革の推進 基本事業番号・名 03-02

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

清瀬市

効率性 4 3

説明：収納管理事務は、法に基づいた義
務的な要素が強いため、事務内容を大き
く変更することはできないが、市税等還
付金の減少に伴い、それに対する事務量
が減となり、その他の事務効率性が向上
したため。

182,981

140,536

2,253

171,911

達成度

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

03-02-01

納税課
管理係

収納管理事務

884 80,767

113,099 60,666

3,272 107,274 61,365

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

対象

横出し

小平市

地方税法、地方税法施行令、高齢者の医療の確保に関する法律、東久留米市税条例

 直営
（委託無）

東村山市

55,700

75,595 110,546

122,31581,234

市税等徴
収率（現
年度分）

9,216

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市税（市都民税、固定資産税・都市
計画税、軽自動車税、法人市民
税）、国民健康保険税、後期高齢者
医療保険料、保育運営費保護者負担
金、その他市債権　滞納者

①電話・来庁による納税相談、
休日・夜間窓口開催
②文書（催告書）等による催告
③滞納処分（差押・交付要求・
公売）
④納付委託（小切手などによる
納付）
⑤財産調査・捜索の実施
⑥訴えの提起

外部評価

行政
補完的

地方税法、国税徴収法、高齢者の医療の確保に関する法律、地方自治法等

説明：督促状の発付、過誤納金の還付な
ど法定事務であるため業務フロー、制度
共に改正の余地はない。

　制度改正の
余地がある

3

説明：滞納者数の減少に努めているが、
滞納解消困難案件の数が増加しているこ
とから、各種調査や滞納処分に関する事
務の質及び量が増加している。

114,188 15,8378,299

市税等徴
収率（滞
納繰越
分）

清瀬市 西東京市

7,210 8,340

政策的 (改正実施年度　　年度)

41

　

30年度の方向性 現状維持

総合評価（課題・方向性）：
督促状の発付件数は前年度に引き続き
減少している。コンビニ収納導入の影
響と考えられる。
２９年度に導入するペイジー口座振替
受付サービスにより、納付環境の更な
る改善を図り、コンビニ納付と合わせ
納期限内納付を奨励していく。
収納管理業務に関しては、督促状の発
付、収納金の消込、過誤納金の還付・
充当などの法定業務を遅滞なく進め
る。

財政健全経営計画
実行プラン

上乗せ

該当
給付
事業

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

補助
金

指定
管理

一部
委託

全部
委託

1,986

2,274

70,755 84,836 3,185 100

30年度の方向性 現状維持

7,497 7,555 905 6,650 111,399 118,954 15,867 107

説明：税及び税以外の市債権について、市民負
担の公平性及び財源確保の観点から、法令に
則った滞納整理を行う。
市債権の滞納整理は、納税課と関係各課との協
議を継続していき、一部滞納債権の徴収事務を
引き継ぎ、滞納整理を進めていく。その際、裁
判所を利用した徴収など、新たな取り組みも進
めていく

総合評価（課題・方向性）：
継続的に、法に則った適正で効率的な
滞納整理に取り組む。財産調査を中心
に滞納者の状況把握に努め、財産が有
る場合は徴収し、財産が見つからない
場合は捜索等も視野に入れた滞納整理
を行う。
税以外の強制徴収債権については、保
育料については滞納案件を納税課に移
管し徴収事務を行いつつ、介護保険料
の賦課以降の管理・徴収の一元化に取
り組むため、介護福祉課との協議を継
続する。
市債権については所管課と協力し、案
件によっては裁判を視野に入れた徴収
を行う。

8,377 107,068 115,445 16,235

業務フローに改
善の余地がある

105,848

効率性 3 達成度

自主的
(条例・規則等)

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

7,111 8,377
廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市

事業
内容
・

活動
手段

東村山市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

滞納発生後の迅速な財産調
査・滞納処分（差押等）の執
行。正確な担税力の把握によ
り、早期の滞納解消を目指
す。

市税滞納
者(人)

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

申告受付
法人数及
び更正・
決定法人
数(件)

1,824

対象 外部評価

一部
委託

地方税法・税条例等に則った
適正な税額を決定する。

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

事業年度終了2ヵ月後に提出
される法人市民税の申告書を
精査し、申告納税額の調定を
行う。申告期限までに申告書
の提出がないものについては
督促するとともに、都の通知
等を基に更正決定を行った。

指定
管理

目的
・

意図

32,983 101,897

地方税法・税条例等に則った
適正な課税をする。

159,534

27,105 98,233 125,338

事業
内容
・

活動
手段

　30年度の方向性 現状維持

地方税法、市税条例 3,134 1,943 1,943 8,492 10,435 3,330 100

説明：地方税法に基づき事務を行ってい
るため、制度改正の余地はない。また、
近年は税率改正以外の改正がないため、
業務フローも定まっている。
現行のフローに基づき、着実な課税事務
の執行に努める。

総合評価（課題・方向性）：
引き続き、効率と精度の維持・向上に
努めていく。

事業
内容
・

活動
手段

3

90

東村山市

30年度の方向性 現状維持終期

対象

1月1日現在において、市内に
住所を有する個人及び市内に
事務所・事業所又は家屋敷を
有する個人

申告期間
（2月中旬
～3月中
旬）中に
おける申
告受付件
数及び年
度末にお
ける賦課
資料件数

134,880

158,415

根拠
法令
等

政策的 (改正実施年度　　年度)

対象

横出し

小平市

自主的
(条例・規則等)

清瀬市

外部評価

行政
補完的

達成度

西東京市

地方税法、市税条例

 直営
（委託無）

説明：地方税法に基づき事務を行ってい
るため、制度改正の余地はない。システ
ムによる業務フローも定まっている。た
だ、係員の経験年数が浅いこともあり、
現在の運用を正しく理解し着実に遂行す
ることに努めていく。

効率性

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

行政
補完的

財政健全経営計画
実行プラン

終期

対象

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

補助
金

3,104

03-02-03

課税課
市民税係

市民税・都民税
（個人）賦課事務

総合評価（課題・方向性）：
29年度から活用開始されたマイナン
バー制度には課題が多く、29年度に増
加した当初賦課事務の複雑さ、負担量
は、来年度も変わらないと予想され
る。その中で、他市との情報交換等を
密に行い、適正な課税に努めていく。

財政健全経営計画
実行プラン

上乗せ

該当
給付
事業

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

補助
金

指定
管理

一部
委託

全部
委託

832

791

162,107 32,983

3,225

効率性 3 達成度

1,813 8,072 9,885 3,313

1,824 8,186 10,010

①市内に事務所又は事業所を有する法人、②市内

に寮等を有する法人で市内に事務所又は事業所を

有しないもの及び③市内に事務所、事業所又は寮

等を有する法人でない公益社団又は公益財団で代

表者又は管理人の定めのあるもの

説明：
引き続き、効率と精度の維持・向上に努
めていく。

申告書発
送法人に
対する申
告法人及
び更正決
定法人の
割合

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

3 3

説明：経験年数が浅い係員が大半である
が、課税の精度は担保しなければならな
いことから、再確認の作業が必要とな
り、作業工数は増加している。係員の業
務への理解度・習熟度の向上に取り組
み、効率の向上に繋げるよう努めてい
く。

27,516 96,869 124,385

廃止予定
の有無

27,105

27,516

目的
・

意図 780

賦課資料の収集を行い、所得内
容等を精査した者に対し5月から
6月に賦課決定をし納税通知書を
発送した。その後に賦課資料を
入手したものについては、随時
賦課決定をするとともに7月から
8月に扶養否認を、8月から10月
に未申告調査を実施し賦課、更
正の決定を行った後納税通知書
を発送した。

課税誤謬
による修
正件数
(件)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

東村山市 清瀬市 西東京市

2,984 1,813

03-02-04

課税課
市民税係

法人市民税申告納
税事務

小平市

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

財政基盤の構築

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

計画を推進していくために 施策番号・名 03 行財政改革の推進 基本事業番号・名 03-02

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

1.000% 1.000%

課税課長
佐藤　貴泰

0.740%

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 1.298%

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

4.432%

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

0.0200% 0.0200%

課税課長
佐藤　貴泰

0.0191%

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 0.0108%

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

0.0306%

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

88.0% 88.0%

課税課長
佐藤　貴泰

82.9%

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 87.7%

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

86.8%

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

0 1

課税課長
佐藤　貴泰

0

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 0

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

1

地方税法・税条例等に則った
適正な課税をする。

随時提出される軽自動車税申
告書等を精査し、４月１日現
在の所有者を確定する。その
後、軽自動車等のそれぞれの
税率に応じて賦課決定を行っ
た。

2,37118,690

現状維持

地方税法、市税条例 19,172 2,891 2,891 8,492 11,383 594 #DIV/0!

説明：グリーン化特例等の税制改正によ
り、28年度の軽自動車税賦課に関して必
要な情報が増加した。そのためJ-LISから
のデータの取得・取込み等の作業を行っ
ている。今後も賦課の誤謬を防ぐととも
に、更なる事務効率化に努める。

総合評価（課題・方向性）：環境性能
割の新設など新制度が施行される予定
の中で、今後においても課税誤謬の無
いよう適正な事務執行に努める。

事業
内容
・

活動
手段

廃止予定
の有無

説明：J-LISからのデータの取得・取込み
等の作業を賦課工程に追加し、業務遂行
においての複雑化はあったものの、入念
なチェックを行うことにより課税誤謬が
発生しなかった。

559

上乗せ

外部評価

目的
・

意図

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市

財政健全経営計画
実行プラン

対象

事業
内容
・

活動
手段

11月に次年度用の申告用紙を
送付。提出された申告書内容
に基づき、全資産、増加資
産、減少資産分等のパンチ
データを作成し、電算処理を
行った。３月末日で価格決定
をし、翌年の５月に納税通知
書を発送した。 1,715

補助
金

目的
・

意図

物件異動
の課税誤
謬による
修正件数
(件)

効率性 3横出し 5達成度

　
根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

４月１日
現在の市
内に定置
場のある
軽自動車
等の賦課
件数(件)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

4月1日現在において、市内に定置場の
ある原動機付自転車、軽自動車、小型
特殊自動車及び２輪の小型自動車を所
有する個人及び法人

該当

清瀬市 西東京市

30年度の方向性
制度改正の
余地がある

業務フローに改
善の余地がある 　

業務フローに改
善の余地がある

1,845 6,583 8,428 4,816 94

説明：業務フローの改善については効果
的な手法がないため、当市が保有してい
る申告者のデータをもとに申告を促す広
報・啓発及び電話、手紙での慫慂を地道
に行い申告率を向上させていく。今後も
申告を促すための手法を調査・研究して
いく。

達成度 3

18,985 2,363

1725 1,710

1,7151,735

1,750 1,845

8,186 10,5492,363

1,710

2,371 8,072

申告件数/
データ件
数

13,281 39,503

10,443

45,699 993

556

東村山市

財政健全経営計画
実行プラン

廃止予定
の有無

横出し

一部
委託

指定
管理

地方税法・市税条例等に則っ
た適正な課税をする。

清瀬市 西東京市

外部評価対象

998

6,346 8,061
説明：効果的な慫慂手法が現状ないた
め、地道な啓発をしていく。昨年度より
も申告件数の割合が減少しているため、
申告がない企業に対しては積極的にアプ
ローチしていく。

4,6286,274 7,984

45,657

現状維持

1,121 105

説明：平成28年度より、「家屋異動判別
システム」及び「全棟調査」を導入。
「家屋異動判別システム」については、
航空写真を活用し前年度と当年度の市内
全域の変化を一括して把握ができるた
め、職員が行う現況調査の負担を軽減す
ることができる。

総合評価（課題・方向性）：「家屋異
動判別システム」の活用にて、職員が
行う現況調査では確認できなかった現
況の変化を把握することができた。適
切な課税をするためには精度の高い現
況調査が必要であるが、精度を向上し
つつ職員に負担をかけないためにはこ
のシステムを活用することが必要であ
る。課題として、このシステムは前年
と当年の航空写真の差異を比べるシス
テムであるため、納品が年度末になっ
てしまうことに伴い校正作業を短期間
に行わなければならないことが挙げら
れる。
　「全棟調査」については、将来的に
市内全域を行う必要性が出てくるた
め、費用効果について検証をしてい
く。

業務フローに改
善の余地がある 　

30年度の方向性

4,646

効率性 3

現状維持

総合評価（課題・方向性）：償却資産
については申告制であるため、広報や
啓発の他、申告義務者に対し電話・手
紙などの慫慂を行っていく。課題とし
ては、申告を慫慂する方法が電話・手
紙などに限られるため新たな手法を検
討していく必要がある。

　

2効率性

説明：「家屋異動判別システム」は現況
調査の精度を向上させるシステムであ
り、今後も活用していく。平成28年度に
このシステムを導入した結果、現況調査
では確認できなかった現況の変化につい
て把握することができ、期待通りの成果
を上げた。システム導入には経費の増加
が伴うが、適正な課税を行うためのコス
ト増であると考えている。

達成度 3

制度改正の
余地がある 　

52,784

7,618

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

7月～2月に市内全域の現況調査を実施
し、課税客体の把握と評価対象物件
（登記・未登記）の家屋調査、評価を
実施。登記済通知書（表示・権利）に
よる所有権移転等の処理と異動データ
入力。３月末日で価格決定をし、翌年
の５月に納税通知書を発送した。

7,939

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市内に固定資産（償却資産）
を所有している者

データ件
数

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

 直営
（委託無）

全部
委託

小平市

地方税法、市税条例

30年度の方向性

効率性 3 達成度 5

市内に固定資産（土地）を所
有している者

制度改正の
余地がある 　30年度の方向性

7,939 37,647 45,586

38,081

説明：年間を通じて、ほぼ適正な課税が
なされている。なお、固定資産評価にお
いて3年ごとに鑑定業務委託を行う関係か
ら、効率性の評価においては、この委託
料を除いて算定する。28年度鑑定業務委
託費17,998千円
次回は、31年度

44,749 62,284

47,086 13,281

（課税誤
謬による
修正件数/
データ件

数）

46,010 7,618

地方税法・市税条例等に則っ
た適正な課税をする。

12,108

現状維持

地方税法、市税条例、都市計画税条例

4,591 36,381 36,381 45,207 81,588 17,771 135

説明：法令に基づき実施している事務で
あるため、制度改正は難しい。また、業
務フローも明確に定められていることか
ら、業務フローに改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：現状維
持。今後も課税誤謬を減少させるよう
適正な課税事務の執行に努め、自主財
源を確保する。

事業
内容
・

活動
手段

現況調査を9月～1月に実施。
登記済通知書（表示・権利）
によるデータ入力。3月末日
で価格決定。翌年5月1日に納
税通知書を発送した。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

45,207 61,886 13,384

財政健全経営計画
実行プラン

対象

小平市

該当

上乗せ 横出し

対象

補助
金

目的
・

意図

地方税法・市税条例等に則っ
た適正な課税をする。

16,679

(課税誤謬
による修
正件数/延
べデータ
入力件数)

17,535

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

外部評価

東村山市

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

清瀬市 西東京市

終期

指定
管理

5,144

4,624 16,679

17,535

（延べ
データ入
力件数）

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

根拠
法令
等

 直営
（委託無）

03-02-05

課税課
土地資産税係

固定資産税・都市
計画税賦課事務
（土地）

03-02-08

課税課
市民税係

軽自動車税賦課事
務

03-02-07

課税課
家屋資産税係

固定資産税賦課事
務（償却）

廃止予定
の有無

自主的
(条例・規則等)

全部
委託

廃止予定
の有無

小平市 東村山市

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

地方税法、市税条例、都市計画税条例

西東京市

上乗せ 横出し03-02-06

課税課
家屋資産税係

固定資産税・都市
計画税賦課事務
（家屋） 一部

委託

外部評価

市内に固定資産（家屋）を所
有している者

データ件
数

清瀬市

努力義務的
(法律・政令等)

終期

給付
事業

該当
事業
内容
・

活動
手段

対象

財政健全経営計画
実行プラン

対象

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

財政基盤の構築

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

計画を推進していくために 施策番号・名 03 行財政改革の推進 基本事業番号・名 03-02

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

582,451 600,008

課税課長
佐藤　貴泰

606,943

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 630,939

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

640,130

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

管財課長
久保田　嘉代子

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

財政課長
秋山　悟

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

財政課長
秋山　悟

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

現状維持

地方税法、市税条例 48 0 8,492 8,492 176,917 101

説明：地方税法に基づき事務を行ってい
るため、制度改正の余地はない。また、
近年は税率改正以外の改正がないため、
業務フローも定まっている。
現行のフローに基づき、着実な課税事務
の執行に努める。

総合評価（課題・方向性）：
適正な課税事務の執行に努める。

事業
内容
・

活動
手段

市たばこ
税調定額
(千円)

48 0
3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：市内の取扱い事業者4社が毎月申告するため、申
告数は48件で例年変動していない。
作業工数はたばこの売上本数には比例していない。申告
数とは比例関係にあるが、申告数の多寡に比例して変動
する工数より、固定的に発生する工数の占める割合が大
きい。よって、今後も大幅な工数の増減は見込まれず、
費用対効果の数値は調定額に左右される見込みである。

　30年度の方向性
市内の小売販売業者へ製造た
ばこを売り渡す製造者、特定
販売業者及び卸販売業者

8,186 170,542

効率性

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

H28.4～
H29.3にお
ける申告
受付件数
(件)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

 直営
（委託無）

財政健全経営計画
実行プラン

対象

地方税法・税条例等に則った
適正な税額を決定する。

売り渡した月の翌月末日まで
に提出される市たばこ税申告
書を精査し、申告納税額の調
定を行った。

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市

外部評価

西東京市

制度改正の
余地がある

8,186

業務フローに改
善の余地がある 　

48 0 8,072 8,072 168,167

市たばこ税の申告
納税事務

03-02-09

課税課
市民税係

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

2,197

10,659

目的
・

意図

8,159

806

1,311

28,020.3 9,221

根拠
法令
等

政策的

清瀬市

8,556

事業
内容
・

活動
手段

30年度の方向性 現状維持終期

対象 市所有の土地、建物

監理して
いる土地
及び建物
（普通財
産）(㎡)

18,963.7

03-02-10

管財課
管財係

普通財産管理事業

達成度

14,449 25,108 1,323

14,558 24,862

該当
給付
事業

財政健全経営計画
実行プラン

上乗せ

外部評価

行政
補完的

　

土地の賃貸借契約及び維持管
理

西東京市

地方自治法、東久留米市公有財産規則

 直営
（委託無）

廃止予定
の有無

10,304

全部
委託

東村山市

 (改正実施年度　　年度)

対象

横出し

小平市

自主的
(条例・規則等)

総合評価（課題・方向性）：公有財産
（土地）の未使用地について、その実
態把握に努めるとともに、売却あるい
は有効活用等について検討を行う。
平成３０年度の財務会計システムの再
構築により公有財産管理のサブシステ
ムが導入されることで、財産管理の状
況が把握しやすくなる見込みである。

業務フローに改
善の余地がある

2,103

財産としての有効活用

18,978.1

2,145

制度改正の
余地がある 　

補助
金

指定
管理

一部
委託

5 3

説明：
普通財産管理の経費の主なものは土地の
草刈り、スペース１０５の管理費、光熱
水費となっており、各年度における事業
費の変動は少なくなっている。

－

10

給付
事業

横出し

248,056

業務フローに改
善の余地がある 　

説明：
今ある多くの狭小地について売却あるい
は有効活用等を行う必要があるが、道路
用地の残地が主であり、活用が困難であ
る。

効率性

18

制度改正の
余地がある 　

4,4039

11 4,454

10 4,107 4,117

22,594

18

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

－

7,024 13,373

401

30年度の方向性

予算を適正に執行する。

東久留米市の予算

補正予算
編成回数

386

総合評価（課題・方向性）：予算編成
事務は地方自治法第211条に定められ
ている通り、市の運営に欠かせない事
務であり、左記のとおり、予算編成事
務自体は必ず行う必要があるため現状
維持としている。
平成30年度の予算編成から、再構築後
の財務会計システムを運用して予算編
成することを予定しており、事務処理
の方法から予算書の構成まで大きな変
更が予想されるので、組織を挙げて対
応していく必要がある。

378 6,421

3 達成度

6,799

6,186

現状維持

16 257,313

説明：予算管理事務は地方自治法で規定
されている事務であり、制度改正は難し
い。補正予算の編成回数等も任意に決定
できないため必ず行う必要がある。業務
フローも明確に定められていることか
ら、業務フローに改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：補正予算
が組まれる都度、適正に遂行してい
く。

9 245,111

達成度

386

根拠
法令
等

事業
内容
・

活動
手段

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

予算編成方針に基づいた予算
を編成する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

東久留米市の各会計予算(翌
年度予算)

地方自治法第211条

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

財政健全経営計画
実行プラン

対象

地方財政計画などを参考に歳
入予測を立てながらそれに見
合った歳出予算の編成を行
う。

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

5

5

対象

給付
事業

該当
当初予算
編成を
行った会
計数

終期

地方自治法第215条
地方自治法第220条

事業
内容
・

活動
手段

該当

上乗せ

対象

廃止予定
の有無

政策的

努力義務的
(法律・政令等)

 (改正実施年度　　年度)

全部
委託

清瀬市 西東京市
目的
・

意図

予算の執行計画及び管理を行
う。

401 6,503 6,904 1,380,800

説明：個別査定方式で編成作業を行って
いるが、予算編成方針や各年度の状況に
より査定方法等を変更する可能性があ
る。

6,572
説明：人事異動に伴う人件費の増加が
あったものの、業務の配分変更等を行っ
た。昨年度と比べ単位当たりコストが大
きく増加していないことから３となっ
た。

　

378

1,314,400

効率性

1,359,800

－

30年度の方向性 現状維持

5

3

3

説明：人事異動に伴う効率性が悪化した
ものの、昨年度と比べ単位当たりコスト
が微増で留まったことから３となってい
る。

4,412

4,465

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

効率性 3
11

一部
委託

指定
管理

補助
金

 直営
（委託無）

03-02-11

財政課

予算編成事務

03-02-12

財政課

予算管理事務

外部評価

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

小平市 東村山市

行政
補完的

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

財政基盤の構築

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

計画を推進していくために 施策番号・名 03 行財政改革の推進 基本事業番号・名 03-02

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

財政課長
秋山　悟

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

財政課長
秋山　悟

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

財政課長
秋山　悟

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

財政課長
秋山　悟

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

決算分析の対象データが市の
財政状況の分析・把握につな
がり、また、正確な調査表を
調製することにより、財政健
全化を図る指標となる。

小平市 東村山市

給付
事業

上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

清瀬市 西東京市

決算統計調査表対象

150 19

17 1,529

13

1,600

13

東京都市町村総合交付金交付要綱

事業
内容
・

活動
手段

目的
・

意図

義務的
(法律・政令等)

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

小平市 東村山市 清瀬市

財政健全経営計画
実行プラン

対象

126

決算統計
において
提出した
調査表枚
数廃止予定

の有無

 直営
（委託無）

26

一部
委託

指定
管理

事業
内容
・

活動
手段

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図 23 2,177

14,807

効率性

23

2,202 2,22119

2,308

制度改正の
余地がある

24 24 2,284

30年度の方向性

制度改正の
余地がある

14,425

説明：東京都から指定された調査表を調
製し提出するもの。年度によって、調査
対象項目に一部変更があるため、調査に
要する時間が増える可能性がある。貴重
な財源である市町村総合交付金を確保す
るため、事業部との情報共有に努めねば
ならない。

総合評価（課題・方向性）：年３回の
東京都への財政状況報告及び総合交付
金要望のために実施する事務であり、
指定された調査表を作成し、東京都へ
報告を行うことが主な内容となる。報
告様式は東京都の指定となっており、
任意に変更することができないため現
状維持としている。

3

現状維持

現状維持

62,615

説明：地方交付税の算定に係る基礎数値
を算定するものであり、各種項目につい
て、東京都から送付される調査表を調製
し提出する。これは市町村が調査項目を
変更することはできない。

総合評価（課題・方向性）：調査対象
となる項目は、国が定めており、市町
村が調査項目を変更することはできな
いため、方向性を現状維持としてい
る。

達成度

説明：交付税検査が実施された昨年度と
比べ単位当たりコストが減少している
が、減少幅が小さいことから３となっ
た。（交付税検査は２年に１度の実施で
あり、28年は実施年ではない）

3

2,200 17,460

業務フローに改
善の余地がある 　

30年度の方向性

3 達成度

説明：昨年度と比べ財政事情調査の提出
枚数が増えたものの、単位当たりコスト
が減少した。しかしながら減少幅が小さ
いことから３となった。

3
63,962

効率性

－

－

　

　業務フローに改
善の余地がある

1,546 59,462

160

26 17

2,079

26 24 24 1,604 1,628

3,679150

1,663

24,527

拡大

140 1,426 1,426 2,139 3,565 25,464

説明：決算資料作成事務の中の「主要施策の成果説明
書・財政指数表」は地方自治法で規定されている事務で
あり、制度改正は難しい。業務フローも明確に定められ
ていることから、業務フローに改善の余地はない。健全
化判断比率も同様である。また、今後、新公会計制度の
導入により財務書類については大きく作業量が増える可
能性がある。

総合評価（課題・方向性）：地方自治
法第233条では決算を議会の認定に付
するにあたっては、主要な施策の成果
を説明する書類を合わせて提出するこ
ととされているため、この書類につい
ては現状維持である。今後、新公会計
制度の導入により財務書類については
大きく変更となり、また、健全化判断
比率にも資産老朽化比率等が位置づけ
られることも予想されることから、方
向性は拡大とする。

制度改正の
余地がある 　30年度の方向性

1,600

1,429

効率性

2,062 3,491

業務フローに改
善の余地がある 　

達成度3 3

　

30年度の方向性

 (改正実施年度　　年度) 該当

地方自治法第252条の17の5第2項、3項
地方財政法第30条の2

事業
内容
・

活動
手段

行政
補完的

政策的

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

2
24

21

24,936

対象

21 4,326 28,461

4,292 26,494

東京都へ
の数値報
告回数 1,650

－

－

1,429

制度改正の
余地がある

業務フローに改
善の余地がある 　

説明：作業事務の見直しによる人件費の
減少等はあるものの、昨年度と比べ単位
当たりコストが大きく増加しなかったた
め３となった。

24

効率性

　

140

現状維持

162 26 26 4,877 4,903 30,265

説明：国が実施する地方財政状況調査に
基づき、その作成要領に沿って調査表を
作成し提出しているため、制度改正は難
しい。業務フローも明確に定められてい
ることから、業務フローに改善の余地は
ない。

総合評価（課題・方向性）：年度に
よって、様式等に一部変更があるた
め、調査に要する時間が増える可能性
がある。国が実施する地方財政状況調
査に基づき、その作成要領に沿って必
ず作成する必要があるため現状維持と
している。

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

説明：業務の配分変更等を行ったもの
の、人事異動に伴う人件費が増えたた
め、単位当たりコストが増加となった。
昨年度と比べ効率性における課題がある
ため２となった。

達成度

決算結果を国の統一基準であ
る普通会計に置換分析する。
分析に用いるデータは財務会
計システムより抽出し、その
データをもとに全国統一様式
の各種調査表を作成する。財
政課職員で約１ヶ月を要す
る。東京都の検収を経て国へ
の報告に至る。

152

議会、各課、市民

162 4,268

4,305

3

03-02-15

財政課

地方交付税算定事
務

根拠
法令
等

終期

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

西東京市

外部評価

根拠
法令
等

西東京市

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

地方自治法第233条
地方公共団体財政健全化法第3条

小平市

対象

全部
委託

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

努力義務的
(法律・政令等)

自主的
(条例・規則等)

03-02-14

財政課

決算資料作成事務

03-02-13

財政課

決算統計事務

目的
・

意図

一部
委託

指定
管理

補助
金

対象

全部
委託

根拠
法令
等

補助
金

目的
・

意図

該当

上乗せ

財政健全経営計画
実行プラン

財政事情
調査の提
出枚数

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

交付税基礎数値調査表

東京都から送付される交付税
基礎数値に関する調査表を作
成し東京都へ報告する。4月
～5月にかけてはヒアリング
が実施される。

当該年度の交付税算定が正確
に行われるようにする。

「主要施策の成果説明書・財
政指数表」をはじめ決算資料
を作成し、財政健全化判断比
率を算定する。
また、財務書類の作成を行
う。

決算状況をより詳細に把握
し、理解してもらう。

外部評価

横出し

地方交付税法第5条ほか

事業
内容
・

活動
手段

東村山市 清瀬市

努力義務的
(法律・政令等)

終期

作成部数

行政
補完的

03-02-16

財政課

財政事情事務

財政事情調査表

東京都から送付された市財政
に関する調査表(予算額、決
算見込等)を作成し、調査表
の内容について、4月・10
月・1月にヒアリングが実施
される。また、ヒアリングと
ともに市町村総合交付金の要
望も行う。

東久留米市の各期における財
政状況を東京都に報告する。
また、総合交付金については
対象事業を東京都へ報告す
る。

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

財政基盤の構築

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

計画を推進していくために 施策番号・名 03 行財政改革の推進 基本事業番号・名 03-02

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

管財課長
久保田　嘉代子

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（都内全区市町村）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

財政課長
秋山　悟

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成26年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成25年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

総合評価（課題・方向性）：現在検討
を進めている財務会計システムの再構
築にあたっては、契約管理システム及
び業者管理システムをサブシステムと
して導入する予定となっているため、
システムの本稼働時には全庁において
統一的・効率的な事務処理が可能とな
る見込みである。

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

公平性・公正性・透明性と競
争性を兼ね備えた入札を執行
し、適正な契約を締結するこ
と。

入札・契約

東京電子自治体共同運営電子
調達サービスを利用して入札
参加者の資格審査及び電子入
札を行い、手作業で業者選定
と契約締結事務を処理してい
る。また、庁内全課の特命随
意契約について、手作業で管
財課長合議を行っている。

東村山市 清瀬市 西東京市

地方自治法、地方自治法施行令、東久留米市契約事務規則

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

190 17,460 92,872

216 17,614
3

208 216

03-02-17

管財課
契約係

入札・契約事務

該当

上乗せ 横出し
管財課契
約件数
 (件)

説明：現在契約管理システム・業者管理
システムのいずれも導入されていないた
め、管財課に限らず、全庁的に手作業に
依存している状況である。財務会計シス
テムと連動するシステムを導入すること
により、大幅な事務改善が可能である。

説明：管財課契約件数は各課からの依頼
によるため、年度間の増減には関与でき
ない。一方、事務費の増減率は年度によ
り大きく変動するが、金額としてはわず
かな変動である。これに対して人件費は
ほぼ一定しており、結果としてコストの
変動は小さいものとなっている。

指定
管理

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

188 190

84,683

効率性 3 達成度

地方債申請先及び借入先

目的
・

意図

根拠
法令
等

対象

事業
内容
・

活動
手段

補助
金

小平市

行政
補完的

03-02-18

財政課

地方債管理事務

30年度の方向性 現状維持

227 203 203 17,601

業務フローに改
善の余地がある ☑ 制度改正の

余地がある 　

77,537 －

17,270

17,398

17,398

起債についての協議・届出及
び資金の借入先への借入申請
を行う。また、起債管理シス
テムにより地方債残高、元利
償還金の管理を行い、定期的
に地方債の償還を行う。

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

国の地方債計画に基づいて適
正な事業区分及びより有利な
条件での借入を行う。また、
過年度に借入れている地方債
については適正な償還事務を
行う。

根拠
法令
等

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

地方自治法第230条
地方財政法第5条

事業
内容
・

活動
手段

対象

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

対象 外部評価

申請・借
入件数

　制度改正の
余地がある 　

176 1,468

1,459 132,636

効率性 達成度

説明：申請件数の増加に伴い、人件費等
が増加したものの、単位当たりコストが
大きく増加しなかったため３となった。
事業数の増減により単位当たりコストが
大きく変動する可能性がある。

1,644 137,000

11 98
3

－

30年度の方向性 現状維持

12 98 98 1,540 1,638 136,500

説明：法令に基づき実施している事務で
あるため、制度改正は難しい。また、業
務フローも明確に定められていることか
ら、業務フローに改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：地方交付
税の振り替わり措置であり、一般財源
の補てんとして発行可能である臨時財
政対策債や、普通建設事業に対する資
金として調達する事業債の発行は、今
後も継続せざるを得ないことから現状
維持としている。
公共施設の長寿命化のための改修費
や、建て替えのための費用が今後増大
していくため、将来に向けては起債関
連事務が増えることも予想される。

3
98 1,361

業務フローに改
善の余地がある

12 176

東久留米市


